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◎川越町職員給与等の公表

　

川
越
町
職
員
の
給
与
等
の
内
容
を
町
民
の
み
な
さ
ま
に
知
っ
て
い
た
だ
く
た
め
「
川
越
町
人
事
行
政
の
運
営

等
の
状
況
の
公
表
に
関
す
る
条
例
」
の
規
定
に
基
づ
き
、
職
員
の
給
与
や
部
門
別
の
職
員
数
な
ど
を
お
知
ら
せ

し
ま
す
。
（
こ
の
記
事
に
関
す
る
お
問
い
合
わ
せ
は
、
総
務
課
（
℡
３
６
６
・
７
１
１
３
）
ま
で
）
）

　休暇には、大きく次の４つがあります。
①年次有給休暇：１年（暦年）あたり20日
　間与えられます。残日数がある場合は、�    
　20日を限度として翌年に繰り越すことが
　できます。
②病気休暇：病気療養に必要な期間（90日 
　以内）については有給扱いとなります。
③特別休暇：特定の事由に基づいて有給が認
　められます。結婚休暇・忌引休暇・産前休
　暇・産後休暇・夏季休暇等です。
④介護休暇：同居の家族の介護が必要な期間
　（連続する180日以内）について無給とな
　ります。

☆休暇制度

　１日の勤務時間は、午前８時30分から午後５時15分
までで、週40時間勤務です。原則週休２日制となって
います。

☆勤務時間

☆人件費の状況

※人件費には、町長等特別職及び職員の給与並びに議
員等の報酬ほか、市町村職員共済組合等の負担金を含
みます。

歳出額Ａ

8,982,873

実質収支

344,965

人件費Ｂ

924,276

人件費率Ｂ/Ａ

10.30%

（単位：千円）
（平成18年度普通会計決算額）

☆職員の平均給料月額・平均年齢の状況

一般行政職
技能労務職

平均給料月額

335,500円
271,300円

平均年齢

40.7歳
54.0歳

（平成19年4月1日現在）

配偶者

配偶者以外の扶養家族2人まで

ただし、配偶者のない場合の1人目

（配偶者が扶養家族でない場合、1人目のみ

3人目

借家、借家居住者

自宅居住者

交通機関利用者

交通用具利用者

13,000円

6,000円

11,000円

６,500円）

6,000円

支給対象額12,000円を超える額

ただし最高支給限度額　　27,000円

3,400円

支給限度額　55,000円

片道２km以上の距離に応じて2,000円～　24,500円

（平成19年4月1日現在）

☆職員の採用状況
平成1９年4月1日

職　種

幼稚園教諭

合　計

採用者数

１　人

１　人

※職員の採用は、行政需要の動
　向や今後の退職者予定数等を
　考慮して行っています。

区　分

総務関係
民生関係
衛生関係
教育関係
事業関係

合　計

定年退職

０　人
０　人
０　人
０　人
０　人

０　人

勧奨退職

０　人
０　人
０　人
０　人
１　人

１　人

普通退職等

０　人
０　人
０　人
０　人
０　人

０　人

合　計

０　人
０　人
０　人
０　人
１　人

１　人

☆職員の退職状況 （平成18年度）

☆扶養手当、住居手当及び通勤手当の状況

☆健康管理事業の状況

《川越町職員の福利厚生事業関係》 ☆財団法人三重県市町村職員互助会への
　　　　　　　　　　　　　　　負担金等の状況

財団法人三重県市町村職員互助会事業の状況

扶
養
手
当

住
居
手
当

通
勤

手
当

☆部門別職員数の状況

議　　会
総務企画
税　　務
農林水産
土　　木
民　　生
衛　　生
小　　計
教　　育
小　　計
水　　道
下 水 道
診療その他
小　　計

※職員数には、教育長を含みます。

（各年4月1日現在）
（単位：人）
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平成１９年 平成１８年

職　員　数区　分
部　門

合　　　計

増 減 数

対 前 年

☆経験年数別・学歴別平均給料月額の状況

経験年数10年

257,200円

―

―

大学卒

高校卒

高校卒

 

技能労務職

経験年数15年

292,100円

―

―

経験年数20年

326,700円

291,800円

―

経験年数25年

394,700円

―

245,300円

（平成19年4月1日現在）

区　　　分

一般行政職

☆一般行政職の級別職員数の状況 （平成19年4月1日現在）

標 準 的な
職 務 内 容

職員数（人）

構成比（%）

10

14.3

9

12.9

11

15.7

9

12.9

12

17.1

70

100

区　　分

1

1.4

15

21.4

主　事
　技　師　

主　事
　技　師　

係　長
主　査

課長補佐
主　幹

課長・主監
上席主監

主　任

1　級 ２　級 ３　級 ３　級 ４　級 ５　級 ６　級

部　長

3

4.3

７　級 計

６ 月 期
12月期

計

期 末 手 当
勤 勉 手 当

退 職 手 当

期 末 手 当
1 . 4 0 月 分
1 . 6 0 月 分
3 . 0 0 月 分

勤 勉 手 当
0 . 7 2 5 月 分
0 . 7 2 5 月 分
1 . 4 5 0 月 分

☆期末手当及び勤勉手当並びに退職手当の状況
（平成19年4月1日現在）

（ 支 給 率 ）
勤 続 2 0 年
勤 続 2 5 年
勤 続 3 5 年
最 高 限 度

自 己 都 合
23.500月分
33.500月分
47.500月分
59.280月分

定 年 ・ 勧 奨
30.550月分
41.340月分
59.280月分
59.280月分

※期末・勤勉手当の支給割合、退職手当の支給率は国と同じです。

６ 月 期

12月期

計

　 2 . 1 2 5 月 分

2 . 3 2 5 月 分

4 . 4 5 0 月 分

☆特別職の報酬等の状況
（平成19年4月1日現在）

区　　分

町　　長

収 入 役

教 育 長

議　　長

副 議 長

委 員 長

議　　員

期末手当報酬月額等（円）

860,000

599,000

580,000

328,000

261,000

241,000

231,000

●条例に基づき給料月
　額等の20％の加算
　措置があります。

6,283千円平成18年度　負　担　金　等

事業の名称

2,036千円平成18年度健康管理事業の決算額

一般健康診断

特殊健康診断

その他健康診断

事業の内容

職員の一般的な健康状態を把握し、保
健指導を実施しています。

有害な業務に常時従事する職員に業務
上疾病が発生するのを予防することを
目的に実施しています。

生活習慣病の予防を目的とした各種が
ん検診等の健康診断を実施しています。

事　業　名 事業の内容

福利厚生事業 法律相談、災害見舞金等及び職場研修等の助成

地域振興助成・防災支援助成公益事業

その他の福利厚生事業

事　業　名 事業の内容

その他の福利厚生事業 体育クラブ助成、公共施設利用料の助成

ｅ－ｔａｘ　ｅ－ｔａｘ　
 電子申告により平成19年分の所得税の確定申告書を提出すれば、電子証明書等特別控除
（5,000円の税額控除）が受けられます。

電子申告の流れ電子申告の流れ

―申請はお早めに！―

〇電子申告開始届出書の提出後、「利用者識別番号等の通知書」が郵送されます。
〇郵送までに最長25日ほどかかりますので、開始届出書の提出はお早めにお願いします。

④電子申告③初期登録
①住基カード・

電子証明書の取得
②電子申告

開始届出書の提出
④電子申告③初期登録

①住基カード・
電子証明書の取得

②電子申告
開始届出書の提出

●職制上の段階、職務の級等による加算措置があります。

※標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務です。

 ■e-taxに関するご質問は四日市税務署へ■
　四日市税務署　℡３５２・３１４１

※④電子申告により確定申告を提出す 
　る期間は平成20年3月17日までとなっ
　ておりますのでご注意ください。

※満16歳～満22歳の子については、5,000円を加算


